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１ 監査の対象 

令和４年度上半期の中野市一般会計、特別会計（国民健康保険事業、後期高齢者医

療事業、介護保険事業、倭財産区事業、永田財産区事業、中野財産区事業）、下水道事

業会計及び水道事業会計に係る事務事業 

※上記に関係する全ての部局課室等が対象 

 

２ 監査の着眼点 

監査の実施に当たっては、次の事項を主眼として実施した。 

(1) 共通事項 

市の行財政運営が、次の項目の趣旨にのっとり、公正で合理的かつ効率的に実施

されているかを、住民の視点に立って確認する。 

ア 事務を処理するに当たって、市民の福祉の増進に努めているとともに、最少の

経費で最大の効果を挙げるようにしているか 

イ 組織及び運営の合理化に努めているか 

ウ 法令に違反して事務を処理していないか 

(2) 重点項目 

ア 内部統制に関する取組について 

イ 過去の監査等における指摘事項の現状について 

 

３ 監査の主な実施内容 

監査に当たっては、中野市監査基準（令和２年４月１日施行）に準拠して実施した。 

令和４年度上半期（４月１日から９月 30 日までの間）における財務に関する事務の

執行等について、あらかじめ関係部課等に対し関係書類、諸帳簿等の提出を求め、関

係職員から事務の執行状況及び内容等の説明を聴取するとともに、必要に応じて関係

書類の照合等により実施した。また、加えて現地調査も実施した。 

 

４ 監査の実施場所及び日程 

 (1) 実施場所  中野市役所 会議室 21 

(2) 監査日程  令和４年 11 月 10 日 から 11 月 30 日 までの間（11 頁参照） 
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５ 監査の結果   

上記のとおり監査した限りにおいて、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業

の管理は、概ね適正かつ効率的に行われているものと認められた。 

収入・支出事務は、一般会計では歳入歳出予算額 279 億 5,692 万１千円に対する収

入割合は 38.1％、歳出の執行率は 29.7％となっている。 

特別会計（６会計）では、歳入歳出予算額 110 億 2,688 万３千円に対する収入割合

は 38.4％、歳出の執行率は 36.9％となっている。 

企業会計の下水道事業では、歳入予算額 36 億 8,940 万６千円に対する収入割合は

25.9％、歳出予算額 42 億 689 万１千円に対する執行率は 29.2％となっており、水道

事業では、歳入予算額 13 億 6,183 万７千円に対する収入割合は 39.5％、歳出予算額

14 億 9,597 万７千円に対する執行率は 19.3％となっている。 

一般会計の歳入のうち、市税は前年度同時期に比べ収入額が４億 6,261 万１千余円

（12.6％）の増加となり、収納率は 1.9 ポイント増加している。 

特別会計の歳入のうち、国民健康保険税は前年度同時期に比べ収入額が 2,295 万余

円（5.0％）の減額、収納率は 1.0 ポイント増加している。 

歳出については、一般会計、特別会計及び企業会計とも概ね適正に行われている。 

引き続き各事業の実施に当たっては、適期な執行を図り最少の経費で最大の効果を

挙げるよう努めるとともに、会計経理等の適正な執行を確保するため、法令遵守の観

点から内部統制及び内部牽制組織の改善若しくは強化を継続的に図る必要がある。 

また、近年の気象災害や感染症拡大等による市民生活への影響が継続する中、市民

ニーズに沿った持続的な行財政運営を行ううえで、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）

への取組を進めるとともに、市の総合計画をはじめとした各種計画に定めた施策を着

実かつ効果的に進めていくことを期待する。 

なお、このほか軽微な改善事項等については、監査当日、関係部課長等に検討を促

したところである。 
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財政援助団体等監査報告書 

 

 

１ 監査の対象 

 令和３年度の財政援助団体及び指定管理者における出納事務等並びに所管部局の財政

援助団体及び指定管理事務 

 

補助金等の名称 団 体 名 所管課 監査日 

工場用地取得事業助成金 交付対象者２社 商工観光課 

11月25日 

工場設置事業助成金 交付対象者９社 商工観光課 

中野市空き家活用等事業補

助金 
交付対象者５名 都市計画課 

中野市まちなか交流の家 

（指定管理者制度） 
なっちょ合同会社 商工観光課 

中野市きのこ・果実消費拡

大実行委員会負担金 

中野市きのこ・果実消費拡

大実行委員会 
農業振興課 11月30日 

 

２ 監査の着眼点 

監査の実施に当たっては、補助金等の目的に沿って適正に使われているか、指定管理

者が目的に沿った運営を行っているかについて、次の項目を主眼として監査を実施した。 

(1) 財政援助団体 

ア 補助金等の財政援助の決定は法令等に適合しているか 

イ 補助金等の交付目的及び補助対象事業の内容は明確であるか 

また、公益上の必要性は充分であるか 

ウ 補助金の額の算定、交付方法、時期及び手続き等は適正であるか 

エ 補助金の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書等によりなされているか 

(2) 指定管理者 

ア 施設は関係法令（条例を含む）の定めるところにより適切に管理されているか 

イ 協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか 

ウ 利用促進のための努力はなされているか 

エ 公の施設の管理に関わる出納関係帳簿、記帳は適正になされているか 

また、領収書類の整備、保存は適切になされているか 

オ 公の施設の管理に関わる管理規定、経理規定等の諸規定は、整備されているか 
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３ 監査の主な実施内容 

監査に当たっては、中野市監査基準（令和２年４月１日施行）に準拠して実施した。 

(1) 財政援助団体 

令和３年度の財政援助団体等の出納事務等について、あらかじめ関係部課等に対し交

付申請及び実績報告に付された書類の提出を求め、また監査時において補助金交付先の

団体から提示された資料に基づき、所管課の関係職員に説明を聴取するとともに、必要

に応じて関係書類の照合等により実施した。 

 

(2) 指定管理者 

指定管理者からあらかじめ提出された資料に基づき、指定管理者及び所管課の関係職

員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等により実施した。 

 

４ 監査の結果 

上記のとおり提出された関係書類及び資料を調査し、関係職員から事情を聴取した結

果、事務事業の執行は、概ね適正に処理されていると認められた。 

このほか軽微な改善事項等については、所管課の関係職員に検討を促したところであ

る。 

なお、「中野市きのこ・果実消費拡大実行委員会」の監査結果、事実確認及び意見・改

善への取り組みは以下のとおりである。 

 

「中野市きのこ・果実消費拡大実行委員会」の監査結果、事実確認及び意見・改善

への取り組みについて 

  

「監査内容」 

「中野市きのこ・果実消費拡大実行委員会（以下「実行委員会」という。）」の全ての年

度を対象とし、次により監査した。 

(1) 実行委員会が設立された平成 19 年度から令和３年度までの総会関係資料の精査 

 (2) 平成 24 年度から令和３年度までの収入票、支出命令票及び事業完了検査報告書の精 

   査 

(3) その他関係する資料の精査 

「監査結果」 

  現存する収入、支出に関する帳票に基づき監査した結果は、概ね帳票どおり執行され

ていると判断される。 

一方、いわゆる口頭による発注、契約のうち未払いとされた平成 30 年度分 10 事業に

ついては、見積書、契約書及び実績報告書が存在しないため、発注内容及び事業実施状

況の確認はできなかった。 

 受注事業者から提示され未払いとされた事業の詳細を精査する限り、実行委員会の目

的を実現しようとするためのものであると判断される。 
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「事実確認」 

 (1) 実行委員会に対する市からの補助金及び負担金について、平成 25 年度から補助金が

負担金に変更され、また、平成 27 年度から急激に増額されている。 

 

(2) 実行委員会が作成された総会資料は、多額の事業を執行する団体とすれば誠に簡便

なものであり、かつ議事録が作成されていない。また、会則で定められている役員

会も開かれていない。 

 

(3) 実行委員会の会則の変更内容は、事業費の増加に伴っての目的の変更に留まり、事

業執行体制の充実に繋がっていない。 

 

(4) 団体の目的を実現するため実行委員会の予算だけでなく、市の予算を充当する予算

執行となっている。 

 

 

以上のことから次のとおり、意見・改善への取り組みを求める。 

 

(1) 団体における事務処理の基本的な定めが必要 

 

(2) 職務専念の義務を免除されている職員に対して、事務処理原則の徹底と上司の監督

責任の明確化 

 

(3) 団体の内部統制の確立 

 

(4) 適正な事務執行するための適時、適切な担当職員の異動及び配置 
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財政援助団体等の業務に関する会計の決算状況（令和３年度） 

（単位：円、％） 

団 体 名 
事業費 

（決算額） 

左のうち 

補助金額 
補助割合 

[工場用地取得事業助成金]   

 交付対象者２社 30,197,000 30,197,000 100 

[工場設置事業助成金]    

 交付対象者９社 23,677,000 23,677,000 100 

[中野市空き家活用等事業補助金]    

 交付対象者５名 － 2,600,000 － 

[中野市きのこ・果実消費拡大実行委員会負担金ほか]    

 
中野市きのこ・果実消費拡大実行

委員会 
20,939,237 20,460,000 97.7 

※ 補助割合は、決算額（補助対象経費）に対する補助金額の割合です。 

  （中野市空き家活用等事業補助金については、補助金額のみ記載） 

 

 

指定管理業務に関する会計の決算状況（令和３年度） 

（単位：円） 

施設の名称 
事業費 

（予算額） 

左のうち 

委託料 
決算額 

利 用 

料金制 

中野市まちなか交流の家 9,698,480 8,738,480 9,625,542 
不採用 

(指定管理料あり) 

※ 事業費及び決算額は、指定管理者の自主事業を含みます。 

資料５ 

- 10 -



資料６

主な監査事項

11月10日㈭ 9:00 ・農林水産業費　・倭財産区 経済部 農業振興課　　　　　　

・総務費　・労働費　・商工費 商工観光課

・農林水産業費 農業委員会事務局

13:30 ・土木費 建設水道部 都市計画課

・下水道　・水道 上下水道課

・議会費 議会事務局

11月11日㈮ 9:00 ・総務費　・民生費　・国保　・後期高齢 くらしと文化部 市民課

・総務費 中山晋平記念館　

高野辰之記念館　

文化スポーツ振興課

13:30 ・総務費　・衛生費 くらしと文化部 生活環境課

・総務費 消費生活センター

市民協働推進室

・民生費 人権センター

人権・男女共同参画課

11月16日㈬ 9:00 ・教育費 教育委員会 学校給食センター

学校教育課

13:30 ・教育費 教育委員会 公民館

博物館

・総務費 会計課

・総務費 行政委員会事務局

11月17日㈭ 9:00 ・総務費 総務部 庶務課

危機管理課

・土木費 建設水道部 道路河川課

13:30 ・総務費　・中野財産区 総務部 企画財政課

公共施設マネジメント推進室

・総務費 税務課

11月18日㈮ 9:00 ・消防費 消防部 消防課

・民生費　・介護保険 健康福祉部 高齢者支援課

・教育費 教育委員会 図書館

生涯学習課

13:30 ・総務費　・永田財産区 豊田支所 地域振興課

・民生費 健康福祉部 社会就労センター

・衛生費 健康づくり課

新型コロナウイルスワクチン接種推進室

11月24日㈭ 9:00 ・民生費 健康福祉部 福祉課

・民生費 子ども部 子育て課

子ども相談室

保育課

13:30 （例月出納検査）

11月25日㈮ 終日 ・財政援助団体・指定管理者

　　　30日㈬ 終日 ・財政援助団体

令和４年度 定期監査等日程

日　　時 所　　　　　管

期間：令和４年11月10日～11月30日　場所：会議室21
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（参考） 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） （抄） 

 

（職務） 

第 199 条 監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団

体の経営に係る事業の管理を監査する。 

２・３ （略） 

４ 監査委員は、毎会計年度少くとも１回以上期日を定めて第１項の規定による監査をし

なければならない。 

５・６ （略） 

７ 監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるとき

は、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給そ

の他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係る

ものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資しているもので政令で定め

るもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、当

該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地

方公共団体が第 244 条の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものに

ついても、また、同様とする。 

８ （略） 

９ 監査委員は、監査の結果に関する報告を決定し、これを普通地方公共団体の議会及び

長並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公

安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員に提出し、かつ、

これを公表しなければならない。 

10 監査委員は、監査の結果に基づいて必要があると認めるときは、当該普通地方公共団

体の組織及び運営の合理化に資するため、前項の規定による監査の結果に関する報告に

添えてその意見を提出することができる。 

11・12 （略） 

資料７ 
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